



Rucktrittshandlung und Kausalitat 

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(34) 山中・前掲註(4 ) 766頁。教授は， r任意性による」べきだとする要請と因果
関係は無関係であるとし，現行規定が「自己の意思により」中止したことを要求
する点を線拠に結果の不発生が中止行為と因果関係にある限りにおいてのみ中止
犯の成立ぞ認めていると解する見解安不当みされる。
(35) 佐伯・前掲註(1 )364頁。なお，塩見教授は，客観的な危険の減少を中止行為
の要件としても，政策の問題との関係上，結果不発生との因果関係の存在は論理
的な帰結ではないと指摘される(塩見・前掲設(10)252頁)。
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(36) このような位置づけは，また，後述の不能犯となり得る場合における法的効果
との対比においても妥当ι思われる。
(37) この点に関連して.C)説の大谷博士が，上述の改正刑法草案の規定を是とさ
れる(前掲註(26)参照)のに対し，林教授が. B)説の立場から，この草案規定
が中止行為と危険消滅の聞の因果関係すら要らないことを意味しうるかぎりで問
題があるとされること(林・前掲註(29)367頁)には，注目すべきであろう。つ
まり.C)説の方が，立法化によって. B)説よりも中止犯成立が広がることにな
りうる点である。
(38) もちろん，①の場合札不能犯となりうるほど毒の量が少ない場合は除いて上
記の議論の組上に載せられる(前田・前掲註(18)176頁参照)。
(39) もっとも，③に関して，被害者が完全な懐中無一物の場合ではなく，たとえば，
行為者が狙った胸のポケットではなく，ズボンのポケットに金目の物を入れてい
たような場合には，行為の射程との関係で，不能犯とはいい切れない場合もあり
得ょう。
(40) 前掲註(2)参照。確かに立法論的には，この概念の使用につき考慮、の余地があ
り得ない訳ではないが，この場合にも，倫理性との完全な独立を担保し得ないこ
の概念に依拠するよりも，やはり(仮定的にあり得た)危険を消滅させるために
客観的に相応しい行為か低かで決すべきではなかろうか。
(41) これに関する争いとして，特に，中止行為の認識は「自己の意思」の一要素と
されるもの(林・前掲註(29)366頁など)と，中止行為の主観的要件と位置づけ
られるもの(山中・前掲設(4)761頁など)に分かれる。
(42) 中止犯について，行為無価値論・結果無価値論による中止犯の性格付けとのか
かわり，成立要件への影響など，今目的課題や将来の展望を特集したものとして，
特に.I特集・中止反論の現在」現代刑事法45号 (2003年)4頁以下参照。
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